
国として改革の方向性を提示

国立大学改革基本方針国立大学改革基本方針
《２４年度中》

教員養成、医学、工学のミッションの
再定義
→大学・学部の設置目的を明確化し、

 
公的教育機関としての存在意義を

 
「見える化」

改革の基本方針の提示

改革モデルの先行実施
改革の集中実施期間

国
立
大
学
の
新
体
制
構
築
、
機
能
強
化
に
向
け
た
改
革
の
加
速
化

国
立
大
学
の
新
体
制
構
築
、
機
能
強
化
に
向
け
た
改
革
の
加
速
化

国立大学改革の先行実施国立大学改革の先行実施 国立大学改革強化推進事業
（Ｈ24年度予算：138億円）

（取組のイメージ）
・研究面での最高水準の拠点形成
・機能別・地域別の大学群形成に向けた連合連携
・効率的な大学運営のための事務処理共同化

大胆な改革を重点的に支援

・教育の質保証と
個性・特色の明確化

・大学運営の高度化

24年度 25年度

※国立大学改革プランを踏まえた第三期中期目標の策定・中期計画の認可へ

26年度～

国立大学改革プランの策定国立大学改革プランの策定
《２５年央まで》

大学ごとにミッションを再定義し
改革の工程を確定※

全大学・学部のミッションの再定義

改革促進のためのシステム改革の加速

大学の枠・学部の枠を越えた再編成等へ

改革促進のためのシステム改革

○大学関係予算の戦略的・重点的支援
→各種指標を踏まえて支援対象を

絞り込み、重点的に支援

○大学間連携、組織改革の促進
→国立大学改革強化推進事業により

 
大胆な改革を重点的に支援

（例）

 

・「リサーチ･ユニバーシティ」群の強化
・機能別・地域別の大学群の形成

○予算の戦略的・重点的支援の拡大
○必要な制度改正の検討、提案
（例）

 

・多様な大学間連携の制度的選択
（一法人複数大学（アンブレラ方式）等）
・国立大学法人の評価の在り方
・財務上の規制緩和
・国立大学のガバナンスの強化

国立大学改革

 
【ロードマップ】
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国立大学改革

 
【多様な大学間連携（制度的イメージ）】

Ⅰ．戦略的な国際展開のための大学連携の促進 Ⅱ．連携のための多様な制度的枠組みの整備

一法人の下で、スケールメリットを生かしてさら

 
なる学生サービスの改善、教育環境の充実など

 
を可能とする

例えば、地域の国立大学、公立大学等が共同で教

 
育研究組織（教養教育、共同研究所等）を

 

設置し、

 
多様な教育研究を可能にする

国内大学と海外大学との共同による新たな学部

 
の設置など多様な連携を推進し、グローバル化を

 
加速する

◆

 

大学の機能を再構築し、強化する視点から、連携方策を拡大。
◆

 

大学の主体的判断により、これまでできなかった取り組みが可能となるよう検討。

国内
A大学

海外
B大学

連携

新たな教育組織

教員派遣
カリキュラム
教材提供

国際展開

呼び込み

連携

新共同学部研究科

教員派遣
カリキュラム
教材提供

国内
A大学

海外
B大学

出資

教養教育実践センター
（仮称）

国立大学 公立大学 私立大学

国内大学と海外大学の本格的連携 国立大学の一法人複数大学方式

（例えば、地域や機能別）

国公私立大学等の共同による
教育研究組織の設置

新国立大学法人

A大学 B大学

Ｃ大学

現状

・これまでも、教育課程の共同実施制度の導入や、同一都府県内にある国立大学同士の統合等の取組は実施
・大学の機能（国際競争力のある人材育成・知的基盤の形成等）の一層の強化のためには、さらに多様な大学間連携が必要
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評価制度の抜本改革

現在の認証評価は、法令適合性

 
など最低基準の確認が中心。

・

 

機能別分化に対応し、強み・特色

 
を伸ばす多様な評価への転換。

・

 

高い水準で教育研究を行う大学

 
を適切に評価し発信すること。

・

 

認証評価を通じて学習成果の把

 
握・検証を促進すること。

①機能別評価の導入

 

～多様な大学の状況に応じた評価へ～

大学の多様性に対応した評価を行うため、最低限の質保証のための評価を簡素化し、特定の教育研

 
究活動（国際的な教育活動、教養教育、地域貢献等）に重点を置いた評価を実施。

⇒新たな評価の類型として、特定の教育研究活動に重点を置いた評価を位置付け。

②大学の強みを伸ばす客観的評価指標の開発

大学の強みや特徴を明らかにし、大学間や専門分野間で比較可能で、客観的な指標を開発。

⇒各大学における機能強化等の達成目標、大学関係予算の採択・配分、機能別評価の評価指標として活用。

③学習成果を重視した評価

 

～インプット中心から、プロセス・アウトカムを重視した評価へ～
教育目的や教員数など、教育研究環境を中心とした評価から、教育研究活動の状況や教育研究の

 
成果、成果把握とそれによる改善を中心とした評価への発展を促進させる。

⇒認証評価機関が教育研究成果の評価に対応できるよう、実態把握の手法を開発するとともに、

 
共通の評価内容として教育研究成果を位置付け。

大学は、複数の評価に対応して
おり、評価疲れなどの指摘。

・情報公表や評価制度間の連携を図る

 
ことにより、評価業務の効率化を図る

 
こと。

①「大学ポートレート」の活用

 

(※

 

平成24年度から先行実施、平成26年度から本格実施)

「大学ポートレート」等を用いて、積極的に情報公表に取り組む大学については、認証評価機関の判

 
断により、評価を簡素化できるようにする。⇒認証評価を簡素化するための要件や共通的な仕組みを規定。

②認証評価と国立大学法人評価の一体的実施

国立大学法人の中期目標の達成状況の評価にあたり、認証評価と一体的に実施し、その結果を活

 
用するなど、評価業務の効率化を図る。

⇒国立大学法人評価において、認証評価の結果を活用するなど、評価業務の効率化を図る。

【ピアレビューを前提としながら、幅広い関係者の声を反映する仕組み】

 
・

 

認証評価において、高等学校や自治体、産業界など幅広い関係者の意見を聞く

 
・

 

認証評価機関が、活動状況を積極的に社会へ公表する

 
・

 

評価制度の不断の改善のための調査研究の実施

認証評価機関の共通的な取組として位置づけ

※

 

平成25年度より逐次具体化を目指す（中教審等で検討）

※

 

平成25年度より逐次具体化を目指す（中教審等で検討）

【現状】

【現状】

【施策】

【施策】

(1) 評価を通じた質の保証・向上の促進

(2) 評価の効率化

((３)社会との関係の強化
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大学情報の公表の徹底（大学ポートレート）

データベースを用いた教育情報の活用・公表のための共通的な仕組みを構築
【趣旨】：大学が教育情報を自らの活動状況を把握・分析することに活用。

大学の多様な教育活動の状況を、国内外の様々な者に分かりやすく発信。
基礎的な情報について共通的な公表の仕組みを構築し大学の業務負担軽減。

【運営】：大学と大学団体の参画による自主・自律的な運営体制

【収集・発信する情報】
①

 

統計調査の基礎的な情報
②

 

公表が義務化された９項目
③

 

大学評価で求められる情報
④

 

官公庁、マスコミ等から重

 
複して求められる情報

大学団体 認証評価機関

関連団体
（私学事業団など）

運営委員会

利用者の観点からの意見

報道関係者

高等学校関係者
企業関係者

運営委員会の方

 
針に基づき運営

【運営体制】
・大学教育の質保証を担う新法人にセンターを設置
・大学団体、評価機関などによる自主的な運営体制
・高校関係者などユーザーの意見の反映

【整備のスケジュール】
・平成24年度
→基礎的な情報発信の先行実施

・平成26年度
→本格実施

【海外の入学希望者等】

【評価機関等】

【官公庁等】

【マスコミ等】

①大学コミュニティによる情報の共有・

 
活用

大学ポートレート（仮称）のイメージ

②各大学の国内外への情報発信の支援

③各大学の情報提供の負担軽減

【入学希望者等】

【大

 

学】

【企業関係者等】

分かりやす

 
い情報発信

信頼性ある

 
情報提供
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◆趣旨
・大学の教育力、研究力、地域貢献、国際性などに関する強みを客観的に明らかにする指標を開発
・大学の強みや特徴を相対的に明らかにするために、大学間や専門分野間で比較可能なわかりやすい指標の

 
表現方法等を開発

・各大学の取組の進展や伸び率等に着目した指標を開発

◆活用方法
＜大学＞

・各大学の機能強化等での達成目標・ベンチマークとして活用

 
＜国・評価機関＞

・大学関係予算（プロジェクトを含む）の採択・配分での活用
・機能別評価での評価指標や大学ポートレートに活用

＜イメージ①＞

 

研究力（各大学の分野ごとの特色を表示）
論文数の分野ポートフォリオを作成

＜イメージ②＞

 

国際性（各大学の評価領域ごとの特色を表示）
評価指標ごとの水準のレーダーチャートを作成(国際性を重視した例)

Ａ学科

全大学平均

0

0.5

1

1.5

留学生の割合
（学部）

留学生の割合

（大学院）

外国人教員の割合

4月以外の入学者
割合(学部)

4月以外の入学者割

 

合（大学院）

英語のみで卒業可能
な学部数

英語のみで修了可能
な研究科数

英語のみで卒業可能
な学部割合

英語のみで修了可能
な研究科割合

協定に基づく

海外留学者割合
（学部）

協定に基づく

海外留学者割合
（大学院）

ダブルディグリー

派遣学生数

ダブルディグリー

受入れ学生数

計算機
＆数学

化学

工学

環境
＆地球科学

臨床

 

医学

基礎
生命
科学

物
理

 

学

計算機
＆数学

化学

工学

環境
＆地球科学

臨床

 

医学

基礎
生命
科学

計算機
＆数学

化学

工学

環境
＆地球科学

基礎
生命
科学

物
理

 

学

計算機
＆数学

化学

環境
＆地球科学

基礎
生命
科学

材料科学

物
理

 

学

材料科学

臨床

 

医学

物
理

 

学

材料科学 材料科学

臨床

 

医学

物
理

 

学

計算機
＆数学

化学

工学

環境
＆地球科学

臨床

 

医学

基礎
生命
科学

材料科学

物
理

 

学

計算機
＆数学

化学

工学

環境
＆地球科学

臨床

 

医学

基礎
生命
科学

材料科学

物
理

 

学

計算機
＆数学

化学

環境
＆地球科学

臨床

 

医学

基礎
生命
科学

材料科学

物
理

 

学

計算機
＆数学

化学

環境
＆地球科学

臨床

 

医学

基礎
生命
科学

材料科学

工学 工学 工学

・名寄せは行っていない。精華大学については、研究ポートフォリオに影響を及ぼす表記揺れが認められ、現時点のデータは要注意である。

・トムソン・ロイター社“Web of Science”を基に、科学技術政策研究所が集計

客観的評価指標の開発

 
１／２

1996-2000 2001-2005 2006-2010(世界シェア：千分率)
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◆研究（力）

 

（分野の特性等に留意する必要あり）
①研究業績
○論文数、論文被引用シェア
○国際共著論文数

②研究資金・研究環境
○競争的資金（科研費等）の獲得状況
○大型研究の受託状況
▲研究支援スタッフの配置状況
○研究者の流動性（他大学・研究機関への転出人数）
○若手研究者の育成（若手研究員、ＪＳＰＳ特別研究員の受入れ）
×研究資源の共用状況

③産学連携
○企業との共同研究、受託研究等の件数・金額
○特許（出願数、取得件数、特許収入、ライセンス契約数）

※これらの伸び率

 
※特許など多様な研究成果に着目

◆教育（力）
①教育環境

○学生/教員比率、学生/職員比率、学生/ＴＡ比率
▲学生一人あたり教育経費
▲学生（学修）サポートシステム
▲図書館の開設時間、サービス

②教学システム・教育内容
▲ナンバリング、シラバスの標準化・活用度、ＧＰＡの活用度等
▲教育活動・経験（アクティブラーニングの実施状況、学修時間等）

③教育成果
×学生調査による教育実践の効果、学生による評価、学修時間等
×就職状況

◇上位10の職種と学位プログラムの関連
◇企業による評価

※これらの伸び率、改善状況

◆国際性
○留学生数（割合）、外国人教員数（割合）
○日本人学生の海外留学実績（全体、割合）

 

（短期交流、大学院での留学等）
○英語コースの開設数
○海外大学とのダブルディグリーの実施状況（開設数、参加学生数）
▲教員の海外経験割合、英語で教授できる教員数（割合）
○国際共著論文数（教員一人あたり数）
▲学生の英語力（ＴＯＥＦＬ等のスコア）
※これらの伸び率

◆多様性・流動性
○留学生数（割合）、外国人教員数（割合）
○大学院生の自校学部出身者の割合
○教員の自校出身者の割合
○女子教職員の数・割合（職種ごと）
○障がいを有する学生、教職員の数・割合
○編入学生の数・割合
※これらの伸び率、推移

◆地域貢献
①地域人材輩出

○地域の企業・施設・行政への就職状況（数・率）
○地域でのインターンシップ・実習の実施状況
×地元企業・自治体の満足度
○地域の職業人向のコース等の開設状況、受講者実績

 

等

②生涯学習・地域コミュニティ支援
○公開講座等の開設状況、受講者実績
○地域との協働による学修機会
○地域における学生ボランティアの活動実績

③地域産業活性化への貢献
○地元企業との共同研究の実施状況
○地域復興センター等の有無及び活動実績
※これらの伸び率

▲：公表されたデータが無く、大学で改めて学内調査が必要なもの。

×：調査データが存在しないもの。

評価領域と指標のイメージ

客観的評価指標の開発

 
２／２
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質保証支援のための新たな行政法人の創設

○ 平成23年9月～10月

 

行政刷新会議に独立行政法人改革に関する分科会を設置。分科会のWGにおいて、

 
各府省庁からヒアリングを実施

・大学関係の独法（大学入試センター、大学評価・学位授与機構、国立大学財務・経営センター、日本学生支援機構、日本学

 
術振興会）については、「大学の支援を行う法人」として、運営に当たって大学関係者の意向を反映するなどの仕組みを整備

 
すべきことを文部科学省から説明。

○

 

政務折衝等を経て、本年1月20日

 

「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」を閣議決定

○

 

大学入試センターと大学評価・学位授与機構を統合し、廃止される国立大学財務・経営センターの業

 務を承継。

○

 

学習到達度の把握のためのテスト開発や学習行動の把握のための全国調査、認証評価・学位授与

 などの業務を実施。両法人の統合により、大学の入口から出口まで一貫した教育の質の保証を担う機

 能の強化を図る。

（統合イメージ）

国立大学財務・経営センター

大学評価・学位授与機構

大学入試センター 大学教育の質保証のための新法人

大学連携型法人の再編のポイント

経緯

※

 

平成26年4月創設見込み
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国立大学における政策目的に基づいた基盤的経費の重点的配分の実現（イメージ図）

潜在力のある大学に対し、エビデンスに基づいて分野別に重点的支援を行い、我が国全体として、
機能面に着目した各種の大学群の層を厚くし、国際競争力を強化

「リサーチ・ユニバーシティ」群の強化、専門分野人材養成の充実、地域貢献の充実等

潜在力のある大学に対し、エビデンスに基づいて分野別に重点的支援を行い、我が国全体として、
機能面に着目した各種の大学群の層を厚くし、国際競争力を強化

「リサーチ・ユニバーシティ」群の強化、専門分野人材養成の充実、地域貢献の充実等

政策目的

評価に係る改善点を踏まえ、次のＰＤＣＡサイクルへ展開

・効果が上がらないと判断される分野は支援見直し

・新たな分野の選定

・客観的指標の精緻化・開発

【改善】

・国による評価

・学長による評価

 

等

【政策目的に則した評価】 ・支援対象の学科・専攻が世界と伍して戦うための

強化プランを学長（役員会）が自らプランニング

・強みのある学科・専攻への学内でのメリハリある

重点配分をさらに推進

必要に応じ中期目標・中期計画の変更

②【大学のミッションとして明確に位置づけ】

①【学長がリーダーシップを発揮】

・国立大学の国際評価

 

→

 

幾つかの分野では高いレベルを維持しているが、先進国・新興国との競争が激化
・論文の生産性や基盤的経費の配分

 

→

 

大学規模に対応して差が大きく、各大学群の層が薄い

背景

・人材育成上、活性化が必要な分野
→（例）工学、教員養成

 

等
・当該分野におけるトップ大学と伍して高いレベルを維持している大学

①【ターゲット（政策目的の明確化）】

エビデンス（科研費の採択件数、引用度の高い論文数、卒業生の

進路等）に基づいた学科・専攻の選定

②【選定方法】

当該分野におけるトップ大学と同等レベルの教育

 
研究基盤整備等のため、選定した学科・専攻に重点

 
的に資金配分

③【支援内容】

ＡＣＴＩＯＮＡＣＴＩＯＮ

ＤＯＤＯＣＨＥＣＫＣＨＥＣＫ

ＰＬＡＮＰＬＡＮ

※

 

平成25年度から逐次実施

（注）平成２５年度概算要求からメリハリある配分を更に進めることとし、エビデンスに基づき既配分額の減額を行う。 P21



○教員数に対する学生数
○学納金収入に対する教育研究経費支

出等の割合

○教職員の平均給与費に応じた減額
○特定の役員・教職員の報酬・給与が

高額に上る場合の減額
○収入超過状況

○教育情報・財務情報の公表状況

○定員充足状況に応じた減額等

財政基盤の確立とメリハリある資金配分の実施

 
【私学助成の改善・充実

 

～私立大学の質の促進・向上を目指して～】

教育力と地域の生涯学習への貢献で

 

高い評価を得ている松本大学

60

50

100

50

60

70

80

90

109

90

80

70

109

15090 110

一般補助における定員充足率に係る傾斜配分の強化

60 70 8050

100

100 120 130 140
定員充足率

平成２５年度

減
額
率

平成２２年度

▲５０％▲５０％

平成１８年度

平成２３年度

減
額
率

適
正
定
員

定員割れ 定員超過

○

 

教育研究活性化のための
メリハリある配分

社会・経済の新たな成長に向けた取組へ
の特別補助の充実

・成長分野の人材育成

・国際化への取組

・社会人の受入れ

建学の精神・私学の役割・特色による教
育改革の新展開のための環境整備（私立
大学教育研究活性化設備整備事業）

○

 

ガバナンス強化のためのメリハ

 
リある配分

教育情報・財務情報公表の促進

先進的ガバナンス改革に対する特別補
助の充実

管理運営に課題のある法人への対応の
厳格化

教育条件向上・経営改善に向けた適正な
定員管理の促進

直ちに実施する事項(H24年度)
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
②

卒業生の質の高さが企業から高く評価

 

されている金沢工業大学

私立大学の教育研究力を高め、
日本の人材の質を高める取組を行う
大学へ一層の重点投資

○

 

建学の精神を生かした学士課程

 
教育の質向上（学修時間の確保、学業

 
に専念できる環境整備等）

○

 

地域再生の核となる大学作り

 
(COC(Center of Community)構想）（地域

 
貢献、社会人受入れ・生涯学習機能の強化

 
等）

○

 

産業界などのステークホルダー、

 
国内外の大学等と連携した教育

 
研究（産業界等とのミスマッチ解消や、世

 
界で活躍する人材の育成のための取組等）

年々強化

年々強化

年々強化

年々強化

加速度的に知識基盤社会化する世界にあって、高等教育の約８割を担う私立大学は日本の「分厚い中間層」を支える土台
→

 

私学助成は、これを支える基盤的経費として相応しい効果を挙げる必要
→

 

多様な特色の発揮と質的充実に向けた支援

 

及び

 

メリハリある配分

 

を強化
［基盤的経費の充実

 

＋

 

一層明確なメリハリ］

現在の取組
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
①

更にその後目指す方向(H25年度～)
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
③

［現状でも10校に1校程度は完全不交付］
P22
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大学としてふさわしい実質を有するものについては、それぞれの

 特性を活かした機能別分化に応じた適切な支援を進める。
→教育水準が保証された、多様な教育機会を国民に保障

C

C

大学の質保証の徹底推進 【私立大学の質保証の徹底推進と確立（教学・経営の両面から）】

法令違反等、

 
教学上問題が

 
ある大学に対し

 
ては、改善勧

 
告・改善命令・

 
組織廃止命令

 
（学校教育法）

設置基準の明確化等による一貫したシステムによ

 
り、大学の質を確実に保証する。

教学の質保証のトータルシステムの確立

社会のステー

 クホルダーの

 信を得られる

 質の高い大学

 を保証するシ

 ステム

社会変化に適

 応できない大

 学等の退場

（必要により、法

 
令上の措置も検

 
討）

経営上の課題を抱える学校法人について、実地

 
調査等を経て早期の経営判断を促進する。

早期の経営判断を促進するシステムの確立
経営改善の見

 
込みがなく、教

 
育の継続に悪

 
影響を及ぼす

 
学校法人に対

 
しては、役員

 
解職勧告・解

 
散命令
（私立学校法）

経営状況

 
の詳細な分

 
析

実地調査

 
の

機能強化

経営改善

 
計画

の策定等
段階的な経

 
営指導

早期の
経営判断

 
の促進

設置基準

 
の明確化

設置審査

 
の高度化

アフターケ

 
アの充実

認証評価

 
の改善

設置基準

・規制緩和による

 
基準の引き下げ
・不明確な規定

アフターケア

・原則、最初の学生が卒業する

 
までの期間に限定

・設置計画の実施状況の確認

認証評価

・最低基準の確認に

 
留まる

・法的措置にはつな

 
がらない

設置審査

・抽象的な規定

 
の運用

経営支援

・任意の協力が前提
・強制力のある措置ができない

要
素
は
あ
る
が
相
互
の
つ
な
が
り
が
欠
如

これまでの取り組みと課題 H24年度から直ちに実施 H24・25年度以降実施・検討

メリハリある私学助成や経営指導・支援を積極的に行う。

・慎重な運用

法的措置

15-19年度

20-24年度

0校

11校

2大学

8大学

30短大

25短大

再編・

 
統合大学 短大

募集停止

私大・短大の募集停止、再編・統合

慶應大・共立薬科大

関西学院大・聖和大

上智大・聖母大

など

P23



大学改革実行プラン(詳細) 
～社会の変革のエンジンとなる大学づくり～ 

 
 

 

 

 
   Ⅱ. 大学の機能の再構築のための大学ガバナンスの充実・強化 
   Ⅰ. 激しく変化する社会における大学の機能の再構築 
 社会との関わりの中で、新しい大学づくりに向けた改革を次の方向で迅速かつ強力に推進する。 

Ⅰ．激しく変化する社会における大学の機能の再構築 
① 大学教育の質的転換と大学入試改革 

・ 学修時間の飛躍的増加と、それを支える学修環境の整備（教員サポート体制、図書館機能の強化等） 
・ 学生の「主体的な学び」を拡大する教育方法の革新（参加型授業、フィールドワーク等） 
・ 教員の教育力向上への支援（教員の教育評価、全国的なＦＤセンターの発展等） 
・ 国際的に信頼感の高い教育システムの整備（科目ナンバリング、準備学修を求めるシラバス等） 

・ 障がいのある学生に対する支援の確立 

・ カリキュラムや教学制度等の弾力化の検討 

・ 大学院を含めた教育課程の体系化等 

・ 高校段階での学力状況を多面的・客観的に把握する様々な仕組みの検討 
・ 高校教育の質保証とともに、意欲・能力・適性等の多面的・総合的な評価に基づく入試への転換の促進 

（高校・大学の教育と連動した入試改革、クリティカルシンキングを重視した入試への転換、センター試験の改革） 

・ 大学在学中の学修成果を明確化する仕組みの整備（アセスメントテストの開発、学生状況調査の実施等） 
・ 高大教育連携の推進（カリキュラム開発・授業改善等を含む） 

・ 産業構造の変化や新たな学修ニーズに対応した社会人の学び直しの推進 
・ 法科大学院の質保証の強化 

（課題のある法科大学院の教育体制の抜本的見直しの加速化、未修者を中心とした法科大学院教育の質の改善） 
 

② グローバル化に対応した人材育成 
・ 拠点大学の形成・学生の双方向交流の推進（日本人学生の海外留学の拡大、留学生の戦略的獲得）などによる、大学

の国際化の飛躍的推進 

・ 入試におけるTOEFL・TOEICの活用・促進、英語による授業の倍増 

・ 産学協働によるグローバル人材・イノベーション人材の育成推進（「リーディング大学院」など産業界との共同による大学

院教育機能の抜本的強化） 

・ 秋入学への対応等、教育システムのグローバル化 

 

③ 地域再生の核となる大学づくり(ＣＯＣ構想の推進) 
・ 地域（社会・産業・行政）と大学との組織的な連携強化 

（地域課題等の解決のための、地域の大学間連携、地域の枠を越えた大学間連携） 
・ 大学の生涯学習機能の強化 
・ 地域のイノベーション創出人材の育成 
・ 地域の雇用創造、産業振興への貢献 
・ 地域の課題解決への貢献 
・ 多様な活動を支える教育・研究水準の保証 

 

④ 研究力強化：世界的な研究成果とイノベーションの創出 
・ 大学の研究力強化促進のための支援の加速化 
・ 研究拠点の形成・発展のための重点的支援 
・ 大学の研究システム・環境改革の促進（テニュアトラック、リサーチ・アドミニストレーターの普及・定着等）、産学官連携の推

進、国際的な頭脳循環の推進 
 

 

 P
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【平成 24 年度から直ちに実施】 

 ◆ 国としての大学政策の基本方針「大学ビジョン」の策定 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 学修時間の飛躍的増加と、それを支える学修環境の整備 

 

 文部科学省による教育方法、学習環境等を把握するため”緊急調査”を実施  

 大学改革に関する”フォーラム（対話集会）”を全国各地で実施  

 “大学教育質転換スタートアップ（仮称）”（制度、支援措置等の施策パッケージ）を平成 24 年内取りまとめ

大学教育質転換スタートアップ（仮称） 

～大学改革フォーラムの全国展開～ 

 

 

 
◆ 高等学校と大学教育の接続の改善 

 センター試験については、平成 24 年度試験において発生したトラブルの検証結果も踏まえ、直ちに対応

可能な事項は平成 25 年度試験で改善し、更なる検討が必要な課題については、各大学の機能・特色等

に応じた個別試験の改善とともに、中教審等で具体的な検討を開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 法科大学院の質保証の強化 
（課題のある法科大学院の教育体制の抜本的見直しの加速化、未修者を中心とした法科大学院教育の質の改善） 

 法曹の養成に関するフォーラムにおける法曹養成制度の在り方等に関する検討状況も踏まえ、中教審に

おいて、課題のある法科大学院の教育体制の抜本的見直しの加速化や未修者を中心とした法科大学院

教育の質の改善等、法科大学院の質保証の強化のための改善方策について検討し、結論を得られたもの

から直ちに実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 産学協働によるグローバル人材・イノベーション人材の育成推進 

 産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーを養成する「リーディング大学院」の構築 

 日本人学生の海外留学の拡大（短期・長期派遣の拡充等） 

 留学生の戦略的獲得（国費留学生制度の改善、相手国政府派遣留学生の積極的受け入れのための体制強化等） 

 

・ 学生の双方向交流の推進（日本人学生の海外留学の拡大、留学生の戦略的獲得） 

・ 入試における TOEFL・TOEIC の活用・促進 

 

 

・ 大学におけるグローバル化のための体制整備 

 拠点大学の形成（グローバル人材育成推進事業）、大学の国際教育連携の強化（大学の世界展開力強化事業） 

 秋入学への移行等アカデミックカレンダーの柔軟化に関する各大学の検討の推移を見守りつつ、課題へ

の対応方策等を検討 

 

大学におけるグローバル化のための体制整備、学生の双方向交流の推進 

◆ グローバル化に対応した人材育成 
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◆ 地域再生の核となる大学づくり  

 

 

 

 

 

 

 
 私立大学等経常費補助において、地方・中小規模の私立大学に対する支援を充実 

 現在、各大学が取り組む地域との連携に関する取組のさらなる推進（放送大学との連携を含む） 

 

・分厚い中間層の育成のため、特に地域の大学の人材育成機能、地域社会との連携、生涯学習機能を強化 

 大学間連携共同教育事業による地域の大学への支援強化 

 関係省庁や地方公共団体等との連携による地域再生の核となる大学づくりの推進 

「ＣＯＣ（Ｃｅｎｔer ｏｆ Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ）構想」の推進 

 

 【平成 24 年度から一部については直ちに実施】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 世界で戦える「リサーチ・ユニバーシティ」の増強 

➢ 大学の研究力強化促進のための支援の加速化 

・ 研究拠点の形成・発展のための重点的支援 

・ 研究システム・環境改革の促進（テニュアトラック、リサーチ・アドミニストレーターの普及・定着等）、産学官連携の推進、 

国際的な頭脳循環の推進 

大学の研究力強化促進 

◆ 研究力強化：世界的な研究成果とイノベーションの創出 

 

 

 

 

 

【平成 25 年度から逐次実施】 

・地域の雇用創造、産業振興への貢献、地域の課題解決への貢献、地域のイノベーション創出人材の育成等

を担う新たな大学モデルの構築（地域課題等の解決のための、地域に根ざした大学間連携、地域の枠を越えた大学間連携） 

◆ 地域再生のための「ＣＯＣ(Center of Community)構想」に基づく施策の実施 
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Ⅱ．大学の機能の再構築のための大学ガバナンスの充実・強化 
 

⑤ 国立大学改革 
＜個々の大学のミッションの再定義、それを踏まえた国立大学の新体制構築、機能強化＞ 
・ すべての国立大学の学部・研究科ごとのミッションを再定義、改革の方向性を明確化 

・ 予算の戦略的配分・重点支援により、「リサーチ・ユニバーシティ」群の強化、機能別・地域別の大学群

の形成、イノベーション人材を育成する大学院の飛躍的充実など活力ある国立大学を目指す 

・ 国立大学のガバナンス強化、国立大学法人の評価のあり方、財務上の規制緩和等の検討 

・ 海外・国内大学との連携を促進するとともに、そのための制度的選択肢を整備 
（一法人複数大学（アンブレラ方式）等） 

・ 大学の枠・学部の枠を越えた再編成等（「リサーチ・ユニバーシティ」群の強化、機能別・地域別の大学群の形成） 
 

⑥ 大学改革を促すシステム・基盤整備 
＜大学の機能強化、世界標準の質保証の仕組みの整備＞ 
・ 大学情報の公表の徹底（「大学ポートレート」） 
・ 評価制度の抜本改革（アウトカム評価、機能別分化に対応した評価、分野別評価） 
・ 客観的な評価指標の開発(教育力、研究力、国際性、地域貢献等) 
・ 国際的な質保証の共通枠組みの形成・促進（キャンパス・アジア 等） 

 

＜大学群の形成に向けた大学連携の仕組みの整備＞ 
・ 国公私立大学の設置形態を越えた新たな連携の枠組みの検討 

 

＜大学の教育水準の保証＞ 
・ 大学教育の質保証の支援のための新たな行政法人の創設（大学入試センター、大学評価・学位授与機構等の統合） 

 
⑦ 財政基盤の確立とメリハリある資金配分の実施 

＜大学の積極的経営を促進・支援＞ 
・ 柔軟な人事・会計・給与・雇用システムによる積極的な経営の促進 

・ 学長のリーダーシップの下、迅速な意思決定を可能にする組織運営の確立 

・ 各学校法人の状況に応じた適切なガバナンス改革に対する支援 

・ 経営人材、職員の育成 

・ 学校法人の財務情報の積極的な公開の促進 
 

＜公財政支援の充実とメリハリある資源配分＞ 
・ 基盤的経費の確保・充実とメリハリある配分 
・ 競争的な資金経費によるインセンティブの強化・先進的取組みの促進 
・ 施設設備の共用化、シェアードサービス（共通業務の一括処理サービス）等予算の節減・合理化の促進

（大学の取組みの評価及びそれに基づく支援、国立大学法人の保有資産の有効活用等の促進） 

・ 学生の経済的負担の軽減 
 

＜多元的な資金調達の促進＞ 
・ 大学の教育研究費等への民間資金導入促進策の検討 
・ 税額控除の要件の見直し等の寄附税制の拡充 
・ 税額控除制度の普及啓発や、先進事例の紹介等を通じた大学に対する寄附の促進（税額控除制度を

活用した私立学校への寄附促進アクションプランの実施） 
 

⑧ 大学の質保証の徹底推進 
・ 設置基準・設置認可審査・アフターケア・認証評価・学校教育法による是正措置を通じた大学の質保証

のためのトータルシステムの確立 

・ 経営上の課題を抱える学校法人について、詳細分析・実地調査・経営指導により、早期の経営判断を促

進する仕組みの確立 
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 【平成 24 年度から直ちに実施】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 改革を先取りした国立大学の取組の加速（大学の枠・学部の枠を越えた再編成等） 

 

 国としての改革の方向性を示した「国立大学改革基本方針」を平成 24 年度中に策定。 

 国立大学の個々のミッションの再定義と「国立大学改革プラン」の策定・実行、新たなミッションに応じた大

学の枠・学部の枠をこえた再編成等（「リサーチ・ユニバーシティ」群の強化、機能別・地域別の大学群の

形成等） 

 国立大学のガバナンスの強化、国立大学法人の評価の在り方、財務上の規制緩和等の検討 

国立大学改革 

～グローバル化やイノベーション創出をはじめ社会的課題に対応できる新たな国立大学へ～ 

 海外・国内の大学との連携促進と、そのための制度的選択肢の整備（一法人複数大学（アンブレラ方式）

等） 

 

 
◆ 大学情報の公表の徹底（「大学ポートレート（仮称）」） 

  

  客観的指標を用いながら、大学の強み・特色を明確化し、大学の国際通用性を図るため、大学団体が運

営するデータベースの構築【大学ポートレート（仮称）】 
 

 

 

 グローバル化に積極的な大学の一部先行実施【平成 24 年夏頃】、本格実施【平成 26 年度】 

大学情報の可視化の加速 

 

 

 

 

 
◆ 国際的な質保証の共通枠組みの形成・促進（キャンパス・アジア 等） 

 質保証を伴った先導的な国際協働教育プログラムを推進（大学の世界展開力強化事業）しつつ、キャンパ

ス・アジア（日中韓大学間交流）の推進等により国際的な質保証システムの共通枠組み作りに貢献 
 

 

 

 
◆ 公財政支援の充実とメリハリある資源配分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国立大学における政策目的に応じた基盤的経費の重点的配分 

 

・私立大学等経常費補助の配分の改善 

 情報公表の取組み促進のためのメリハリある配分の強化 

 先進的ガバナンス改革の取組みに対する特別補助の充実 

 管理運営に課題のある法人への対応の厳格化 

 教育条件向上・経営改善に向けた適正な定員管理の促進 

基盤的経費の機動的配分によるガバナンス強化・教育改革加速 

 

 私立大学の役割の発揮と社会の成長に向けた特色ある取組み支援 

私立大学教育研究活性化のための環境支援 

（成長分野の人材育成、国際化への取組み、社会人受入れへの特別補助の充実） 

 建学の精神、特色を生かした教育改革の新たな展開を支援するための私立大学の物的環境の整備 

（私立大学教育研究活性化設備整備事業） 

P
28 



 

 

 

 

 税額控除制度の普及啓発や、先進事例の紹介等を通じた大学に対する寄附の促進（税額控除制度を

活用した私立学校への寄附促進アクションプランの実施） 

◆多元的な資金調達の促進 

 

 大学設置基準の改正、質保証のため大学に対する国の関与等の新たなルール化について逐次実施 

◆ 大学の質保証の徹底推進（大学設置基準、大学設置認可・アフターケア、認証評価、改善措置等） 

【平成 25 年度から逐次実施】 

 大学教育の質を保証するために、新法人の業務運営等の基本的考え方を整理するなど機能強化に資す

る取組みを促進【平成 24 年夏頃】 

◆ 大学教育の質保証の支援のための新たな行政法人の創設（大学入試センター、大学評価・学位授与機構等の統合） 

◆ 国公私立大学の設置形態を越えた新たな連携の枠組み 
➢ 平成 24 年度から検討に着手し、平成 25 年度から逐次、制度・仕組みの整備 

◆ 大学の積極的経営を促進・支援 

 ガバナンス強化や財政基盤について、中央教育審議会大学分科会で検討【平成 24 年度内取りまとめ】 
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平成24年度から必要な調査・専門的検討を行うなどし、
平成25年度以降に逐次実施する主なもの

Ⅰ．激しく変化する社会における大学の機能の再構築

　　◆　  大学教育の質的転換と大学入試改革

　　　【平成25年度から逐次実施】
　　　　　・ 学生の主体的学びを拡大する教育方法の革新（参加型授業、フィールドワーク等）
　　　　　 →関係法令整備【平成24年度目途】
　　　　　　　必要な施策については、平成25年度概算要求、教育振興基本計画に反映・位置づけ

　　　　　・ 教員の教育力向上への支援（教員の教育評価、全国的なＦＤセンターの発展等）
　　　　　・ 国際的に信頼感の高い教育システムの整備（科目ナンバリング、準備学修を求めるシラバス等）
　　　　　・ 障がいのある学生に対する支援の確立
　　　　　・ カリキュラムや教学制度等の弾力化の検討
　　　　　・ 大学院を含めた教育課程の体系化等

　　　　　・ 高校段階での学力状況を多面的・客観的に把握する様々な仕組みの検討・整備

　　　　　・ 高校教育の質保証とともに、意欲・能力・適性等の多面的・総合的な評価に基づく入学者選抜への転換
　　　　　　（高校・大学の教育と連動した入試改革、知識の活用力を重視した試験の開発、センター試験の改革）
　　　　　・ 大学在学中の学修成果を明確化する仕組みの整備（アセスメントテストの開発、学生状況調査の実施等）
　　　　　・ 高大教育連携の推進（カリキュラム開発・授業改善等を含む）
　　　　  ・ 産業構造の変化や新たな学修ニーズに対応した社会人の学び直しの推進

　　◆　  グローバル化に対応した人材育成
　　　　　・ 英語による授業の倍増
　　　　　・ 秋入学への対応など、教育システムのグローバル化

　　◆　  地域再生の核となる大学づくり

　　　【平成25年度から逐次実施】（中央教育審議会、専門的検討会議等の設置・検討【平成24年夏目途に取りまとめ】）

　　　　　・ 地域の雇用創造、産業振興への貢献、地域の課題解決への貢献、地域のイノベーション創出人材の育成
　　　　　　 等を担う新たな大学モデルの構築(地域課題等の解決のための、地域に根ざした大学間連携、
　　　　　　 地域の枠を越えた大学間連携)【再掲】

　　◆　  研究力強化：世界的な研究成果とイノベーションの創出
　　　  　・ 大学の研究力強化促進のための支援の加速化　【再掲】
　　  　　・ 研究拠点の形成・発展のための重点的支援　【再掲】

　　　  　・ 大学の研究システム・環境改革の促進（テニュアトラック、リサーチ・アドミニストレーターの普及・定着等）、
             産学官連携の推進、国際的な頭脳循環の推進　【再掲】

Ⅱ．大学の機能の再構築のための大学ガバナンスの充実・強化

　　◆　大学改革を促すシステム・基盤整備

　　　　＜大学の機能強化、世界標準の質保証の仕組みの整備＞

　　　【平成25年度から逐次実施】（中央教育審議会、専門的検討会議等の設置・検討　等）

　　　  　・ 評価制度の抜本的改革（アウトカム評価、機能別分化に対応した評価、分野別評価）
　　　  　・ 客観的な評価指標の開発（教育力、研究力、国際性、地域貢献等）

　　　　＜大学の教育水準の保証＞

　　　【平成25年度から逐次実施】

　　　  　・大学教育の質保証の機能強化のための新法人の設置（大学入試センター、大学評価・学位授与機構等の統合）
　　　　　 →大学教育の質を保証するために、新法人の業務運営等の基本的考え方を整理するなど機能強化に資する
                取組みを促進【平成24年夏頃】 　　【再掲】

　　◆　財政基盤の確立とメリハリある資金配分の実施

　　　　＜大学の積極的経営を促進・支援＞

　　　【平成25年度から逐次実施】
　　　　　 →ガバナンス強化や財政基盤について、中央教育審議会大学分科会で審議（平成24年度内取りまとめ）【再掲】

　　　　＜公財政支援の充実とメリハリある資源配分＞

 　　　 　・ 私立大学における教育研究力を高める取組への一層の重点投資
　　　    　（大学教育の質向上、地域再生の核となる大学、産業界や国内外の大学等との連携等）

　　　　＜多元的な資金調達の促進＞
 　　　 　・ 大学の教育研究費等への民間資金導入促進策の検討
　　　 　 ・ 税額控除の要件の見直し等の寄附税制の拡充

　　◆　大学の質保証の徹底推進
 　　　 　・ 経営層に対する経営意識の啓発と適切な経営に向けた指導の推進

（参考）
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